
 

令和６年度公用車購入等実績 

32
(52.5%)
10

(100.0%)

13
(31.0%)

9
(100.0%)

種類   合計台数
基準適合車内訳

基準不適合車次世代自動車  次世代自動車以外 合 計
（比率%）オフロード車①電気 ②ＣＮＧ ③ＨＶ ④ＦＣＶ ⑤Cディーゼル ⑥PHV 燃費基準達成車 低排出ガス認定車

21 0 4 0 0 29公用車全体 61 0 0 7 0

0 0 0 4うち一般公用車 10 0 0 6

  うち特定公用車（市バス除く） 42 0 0

0

乗用自動車 6 0 0 6 0 0 0
貨物自動車 4 0 0 0 0 0

6 0
0 4 4 0

12 0 0

貨物自動車 14 0 0 0 0 0

0 291 0

0 0 0 0 14
0 9 15特種用途自動車 24 0 0 1 0 8 0

0 0 0 0特殊自動車 0 0 0 0 0 0 0
0

0 0 4乗合自動車 4 0 0 0 0

うち市バス 9 0 0 0 0 9 0

04 0

0 0 0
 

 

令和６年度末公用車保有状況 

1,413
(59.9%)
185

(33.0%)

548
(55.4%)

680
(84.0%)

種類
 合計

台数

基準適合車内訳
基準不適合車次世代自動車  次世代自動車以外 合 計

（比率%）①電気 ②ＣＮＧ③ＨＶ ④ＦＣＶ

公用車全体 2,360 22 0 147 3

⑤Cディーゼル ⑥PHV 燃費基準達成車 低排出ガス認定車 オフロード車

706 1 100 411 23 947

3 7 1 100うち一般公用車 561 8 0 66

 うち特定公用車
（市バス除く）

989 14 0

376

乗用自動車 296 7 0 66 3 7 1

貨物自動車 265 1 0 0 0 0

84 212

22 0 227 0 262 23

0 100 101 164

441

0 21 0 21 1貨物自動車 255 0 0 0
特種用途自動車 589 0 0 21 0

43 212
187

特殊自動車 91 14 0 1 0
169 0 211 1 402
9 0 20 21 65

10 0 38 16乗合自動車 54 0 0 0 0 28 0
26

472 0 149 0 130うち市バス 810 0 0 59 0
 

※ 令和４年度から要綱改定後の新基準で公用車の保有状況を取りまとめている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

年度別の公用車購入等状況推移 

58
(85.3%)
32

(52.5%)

年度   合計台数

基準適合車内訳
基準不適合車次世代自動車  次世代自動車以外 合 計

（比率%）①電気 ②ＣＮＧ ③ＨＶ ④ＦＣＶ ⑤Cディーゼル ⑥PHV 燃費基準達成車 低排出ガス認定車 オフロード車

43 0 3 0 0 13R5 68 1 0 11 0

0 21 0 4 0 0R6 61 0 0 7 29
 

 
年度別の公用車保有状況推移 

1,399
(59.8%)
1,413
(59.9%)

年度   合計台数

基準適合車内訳
基準不適合車

②ＣＮＧ

次世代自動車  次世代自動車以外 合 計
（比率%）オフロード車③ＨＶ ④ＦＣＶ ⑤Cディーゼル ⑥PHV 燃費基準達成車 低排出ガス認定車①電気

679 1 99 419 24 942R5 2,341 25 0 147 5

3 706 1 100 411 23R6 2,360 22 0 147 947
 

 

 

各表における次世代自動車等の種類に関する用語の意義は次のとおり。 
①電 気：電気自動車 
②Ｃ Ｎ Ｇ：天然ガス自動車 
③Ｈ Ｖ：ハイブリッド自動車 
④Ｆ Ｃ Ｖ：燃料電池自動車 

⑤Ｃディーゼル：クリーンディーゼル車（ポスト新長期規制適合車両） 
⑥Ｐ Ｈ Ｖ：プラグインハイブリッド自動車 

⑦低排出ガス・低燃費自動車等：「京都市公用車購入等に係る車種選定要綱」の別表「公用

車購入等車種基準」に定める、一般公用車のうちの貨物自動車の②及び特定公用車の② 

 
 
一般公用車とは 
公用車のうち、乗用自動車及び人の輸送とともに貨物の運搬を目的とする車両総重量 3.5

トン以下の貨物自動車であって特定公用車以外の公用車をいう。 

 

特定公用車とは 

公用車のうち、貨物の運搬のみを目的とする貨物自動車、人の輸送とともに貨物の運搬を

目的とする車両総重量 3.5 トン超の貨物自動車、特種用途自動車、特殊自動車及び乗合自

動車をいう。 
 
 



（参考）京都市公用車購入等に係る車種選定要綱（抄） 

 

 

 


